
人間資産の無形資産としての

認識 と評価

野 口 教 子

1.社 会的意義 と有用性

1)企 業情報の必要性

企業情報の意義 は社会経済の変遷 とともに変貌 を遂げて きている。企業利

益の極大化 に視点がおかれていた時代は,財 務諸表に開示される数値その も

のが重要な企業情報 として認識 されていた。 しか し近年,利 害関係者の視点

は企業利益の極大化 よりも企業が負 うべ き社会的責任 に移行 しつつある。こ

の社会的責任 については,現 行 の財務諸表 に開示 される数値では推 し量 るこ

とができず,そ の開示 される会計数値 による企業評価 との間に大 きな隔た り

が生 じるようになった。

しか しなが ら,企 業の社会的責任の明確 な意義 は示 されているか と言 うと,

そうで もない。現在 この社会的責任 について,企 業が独 自の方法で開示を進

めているが,(い わゆる従来の財務報告のほか,企 業や商品の環境 に対する

取 り組みに関する情報 など,さ まざまな方面からの開示がなされている;た

とえばIR活 動)そ れ らの内容や方法については統 一化 されているわけでは

ない。これは,企 業 をとりまく経済環境の変化がその必要性 を絶 えず変化 さ

せているうえ,拡 大化傾 向にある状況では,現 時点におけるそれぞれ利害関

係者の視点がいずれにあるか とい うことが重要であって,統 一化の必要性は
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ない とい う考えのためである。 しか しなが らs企 業の社会的責任評価 にある

程度の共通性が認められるならば,企 業間比較がよ り明確 とな り,情 報利用

者にとって一層の効果が期待で きるに違いない。

2)社 会的實任評価の 目的

企業の経済社会での存在理由はその社 会的役割 にある といわれてい る。

IT(InformationTechnology)化 社会 という転換期 をむかえ,企 業活動 は経

済的側面,規 制問題等の法的側面,リ ス トラクチ ャリングにみる組織的側面

と日々刻 々め まぐるしい変化 に応 じてさまざまな問題が生 じている。 これ ら

に対 し,こ れ までの伝統的会計制度では充分な満足 のい く対応がで きないと

いう事態 を引 き起 こしているのである。そ して,経 済活動の進展 とともに企

業の目的がグローバルな経済 目的の中に組み込 まれてしまった結果,企 業活

動が外部 に与える影響力 もきわめて大 きくなっていると考えられ企業が果た

すべ き責任 に大 きな期待が注がれるようになったのである。

企業が社会的に存在 し得 るために課せ られた基本的役割には,生 産 と分配

がある。社会的責任の達成度 をこの二つの役割 についての評価 とするならば,

その評価 を下すのは利害関係者いわゆる情報利用者である。その評価は,そ

れぞれの情報 を必要 とす るそれぞれの利害関係者のおかれている立場 により

一定ではない
。(生 産 と分配の平衡が必ず しもベ ターというわけではな く,

さりとていずれか一方にかたよっていることが必ず しも求め られる訳ではな

い。)と なれば,情 報利用者に よりその有用性が左右 されるのであれば,そ

れぞれの役割 についての報告(開 示)が 重要な意味 を持 って くるのであ り,

それが まさに企業 における社会的責任評価の主要な目的 となるのである。そ

の目的を遂行するのが企業を構成す る 「人」 「組織」なのである。

この場合,全 ての情報利用者のニーズにあった情報開示の困難性は明白で,

さらに現在の会計制度では網羅 しきれない情報は多大である。なかで も 「人」

に関する情報 は,特 に会計分野においては非常に希薄であるといわざるを得
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ない。

企業は財務的な資本を必要 とするの と同時に人間資産 も必要とする。これ

は機械化が進展 して も,情 報化が進展 して も本質的に変化 しない部分 といえ

よう。従って,企 業状態 を適正に把握するためには,物 的形態のほか無形物

形態 についての情報 をも必要 とす るのである。無形物形態のうちい くつかは

無形資産(暖 簾,工 業所有権 など)と して現行制度による財務諸表に開示 さ

れてきたが,人 間資産についてなんら対処がなされていないことは,真 の意

味での企業状態が開示 されていなかった といえよう、

2.人 間資産 の範囲 と研 究

企業が経営活動 を遂行する上での必要な資源は 「ヒ ト」「モ ノ」「カネ」

「情報」である。 これ らの持つ生産能力(capacities)は 企業の目的達成のた

めにさまざまな形態で存在 し,そ の存在場所 により 「内部的資源」「外部的

資源」 とに区分 される。 この内部的資源が前者の 「モ ノe物 的資源」,「カ

ネ=財 務的資源」,「ヒト二人間資産」,「情報資源」である。

人間資産は物的資源,財 務的資源,情 報資源を企業活動の上で管理 ・統制

する役割 を担い,従 業員か ら経営者に至 る個 々人だけでな く,彼 らが構成員

としてなる組織 も含 むもの とする。企業 にあって,そ れぞれの資源 を獲得 ・

利用 ・管理 まで一連の営業活動そのものをコン トロール しているのが人間資

産なのである。 この人間資産 こそが企業経営遂行の中枢であ り,企 業の盛衰

を握 る企業資産なのである。

人間資産は企業 における従業員である個々人 と,こ れ らが構成要素 となっ

て集合 した組織 とに区分することができる。個々人の人間資産 としての特質

は適性 ・技量 ・経験などの形で表われ,組 織 としての特質は,リ ーダーシッ
1)

プ ・チ ーム ワー ク ・協働 関係 な どと して具体 化 され る。 これ らの無形部分 を

人間資 産の範 囲 と した うえでの企 業 間競争原理 の社 会で は,優 れ た 人材 確 保
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及び適正な配分が競争優位 を導 き,有 効 な人的資源管理 ・利用が企業経営の

将来的発展 を保証するのである。その意味で も,人 間資産に関する情報は必

要不可欠なものとなるのである。
2}

人間資産会計の研究で有名なものは,ミ シガン大学 におけるRensisiLikert

の研究プログラムでRLeeBrummet,WilliamC.Pyle,EricG.Flamholtz

等 のグループによるものが挙げられる。 しか し,最 初から人間資産会計 とし

てその研究が始 まったわけではな く 「労働意欲管理」 とい う 「人」 に関する

研究 として,18世 紀末期か ら19世 紀初期 までの産業革命 に遡る。労働意欲 を

高めるための施策 として,初 期は時 として暴力的方法 にも及んだと言われて

いるが,合 理化 され 「科学的」 に管理施策 としてなされたのが,EW.テ ー

ラーによる 「科学的管理法」である。この特徴は,従 来の単純出来高制度か

ら差別的出来高制度 をとることにより労働意欲 を向上 させたことである。

第0次 世界大戦 を経て,労 働者の人間性 を尊重す る管理 に変化 していった

のが1920年 代 か ら1930年 代 にかけて形成 された 「近代労務管理」 である。

1914年 から4年 間続いた第 一次世界大戦による著 しい労働不足か ら,労 働能

率増進 を図るために科学的な研究が行 われたのである。さらに,テ ーラーに

よ り創設 された科学的管理理念が戦時中の計画的生産の必要を機 として欧米

に普及 したことが人間関係論へ と発展 していった といわれている。 この人間

性尊重 という理念 に,産 業心理学,社 会心理学の研究発展が結びついたのが

人間関係論 として有名なアメリカでのホーソン実験(HawthoneExperiment)

である。

初期人間関係論 は人間性の尊重は しているが,人 間の意識が動態的 ・流動

的であるという認識 に欠ける という欠点 を持つことか ら,1960年 代 に入 り,

組織行動学が確立することとなる。人間が構成する組織 における人間行動 を

科学的に分析 し,経 営戦略に役立てようとするものである。

このような一連の人間関係論の登場が企業経営における組織内の人間資産

問題へのアプローチ とな り,人 間資産会計研究が始 まったのである。人間資
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産会計 は単 に伝 統的会計学 の延長線 上で 出現 した とい うので はな く,人 間 関

係 論,つ ま り社 会 心 理 学 ・行 動 科 学 ・経営学 ・経済学 とい った相乗的研 究成

果 の上 に展 開 され て きたのであ る。

1973年,ア メ リカ会 計 学 会(AmericanAccountmgAssociation:AAA)

3)

において 「人間資産会計 に関する委員会報告書」が 公表 され,同 報告書の中

で人間資産会計 とは 「人間資産に関するデ._._タを確認 し,測 定 し,こ の情報

を利害関係者に伝達す るプロセス」 と定義 している。さらに人間資産会計の

目的は,組 織に関 して内部者及び外部者がおこなう財務的意思決定 を質的に

改善することであると述べている。企業の経営管理姿勢のなかで必然的に生

じた科学的管理法の一つである とされ,お お よそ次の三点 を指摘 している。

①企業内の人間資産の原価 と価値 の測定。② これ ら測定方法の企業内実践 と

システム化。③人間資産会計 システムの人間資産に対する行動科学的影響の

認識。

この③ は,従 業員および彼 らが構成する組織の人間資産会計 システムが及

ぼす影響の研究であ り,企 業会計にはない人間資産会計の特徴部分であると

言 えよう。

当初人間資産会計は会計 とい うよりも人間資産 とい う資産その ものへ向い

ていたと言われている。RagerH.Hermansonは 早 くから人間資産に関する

会計 に興味 を持 っていたが,人 間資産会計 の先駆的研究者にRensisLikert

の影響 を受けた研究者は数多い。

1970年 代 に人間資産会計 は会計学のなかで も注目されるテーマとなったの

にもかかわらず,1980年 代 はその注 目度は低 くなっていった。 この間,大 勢

の研究者により人間資産の価値測定方法が考案 され、財務会計ベースモデル

が発表 され,当 時実際に導入 した企業 もあった。 しかしその測定方法の多様

性あるいは困難性からか,一 般的に普及するまでには至 らなかった。

人間資産会計はわが国においても1970年 代か ら研究が始められた。日本会

計研究学会において も1969年 か ら1970年 にわた りス タディグループによりさ
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まざまな角度か ら 「人間資産会計 に関する研究」が行 われた。そ して,人 間

資産会計の真の目的は 「…人間資産会計情報 を通 じて,企 業の経営者 に対 し

ては組織のあ り方や人事政策の核心 にふれた重要性 を示 し,ま た利害関係者

に対 しては,人 間資産の情況や経営者の人間資産 に対する取扱い方 を正 しく

評価せ しめることによって社会的プレッシャーとして,経 営者に間接的に人

間資産 に対 する正 しい取扱 い方 を促す ことによ り,結 果 において企業内の

人々にやる気 をよび起 こ し,生 き甲斐 をもたせ,そ の結果 として企業の経営
4}

効率の向上 を期待 しようとする点 にある。」とされている。

3.測 定評価の可能性

本稿での測定方法の可能性 とは,人 間資産価値 とは人間 としての人格的価

値 を意味する ものではな く,企 業の一構成要素たる資産 としての人間資産の

企業経営 目的遂行 に貢献 しうる能力 を意味するのであることを前提に論 じる

こととする。

現行の会計制度では,人 間資産 に対する投資額や用役の費消に対する支出

額は一般 的に,一 部(未 払や前払)を 除 き投資 ・支出が行われた期において

費用化 される。 これは人間資産のもつ労働力 という給付の提供の有無 を問題

としているのであって,そ の効果の発現その ものには何 ら考慮がなされてい
5)

ない ことを意味 している。人間資産に対する支出は,将 来にわた り便益 を

受 けるための用役取得 に対 して投下 された投資 と考え,便 益 を享受 したとき

に費用計上すべ きであ り,ま た,将 来便益 を受ける部分 については資産 とし

て取 り扱 うことは,企 業会計上合理的である。

しか し,た とえば教育訓練費 ・人材 開発費科 目の ように投資額(支 出額)

が明確 に把握できる部分 については,そ の投資額に対する収益貢献度 として

貢献期間にわた り繰延経理的な処理が理論的には可能であるが,実 際のとこ

ろ貢献期 間については業種 ・職種 ・企業規模等 さまざまな理 由によ りその特
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定は困難 を極める。

さらに人間資産 には,組 織 的な貢献部分や個人であってもたとえば リーダ

ーシップの発揮 による収益貢献部分(投 資額以上の対効果部分であ りいわゆ

る増価部分)と いった見えざる部分にも収益獲得能力がある。

この部分をいわゆる 「見えざる資産=無 形資産」(特 に自己創設暖簾 と同

レベル観点での無形資産)と 認識 し,企 業会計の観点か らバ ランスシー トに

資産計上するためには,い かなる価値評価アプローチが可能であるかを考察

す る。

s)

1)過 去研究 された人間資産価値評価および問題点

① 支出原価法(outlaycostmethod)

人間資産 の現在価値や増減変動 などを人間資産の獲得 ・形成 ・開発に要 し

た実際の支出額 を もって測定する方法。 この測定認識 の基礎 には獲得 ・形

成 ・開発のために支出 した金額は,そ れによって新たに獲得,形 成 された人

間資産,あ るいは支出によって開発 され質的に高められた人間資産の現状 を

表す という考 え方にある。 したがって人間資産の獲得 ・形成 ・開発が行われ

た時点において,そ のための投資額が人間資産を現在の就業状況 にお くに要

する経済的犠牲 を表 していると考えられる。

これは,物 的,財 務的資源評価 における歴史的原価主義 を人間資産会計 に

当てはめた方法である。 よって,一 定の償却方法に従い経済的減価等の計画

的償却計算が行われることになる。

人間資産の獲得 ・形成 ・開発 した時点 においては,支 出額が人間資産 を現

状 にお くに要する経済的犠牲 を表す という考 え方は妥当性 を持ち,実 際の支

出額 に基づ く額であるから,検 証可能性,客 観性,信 頼性が大 きく,さ らに,

物的および財務的資源 と同一の評価基礎による測定であるので,一 元化が図

られることによる合理性 も伺 える。 しか し,こ の方法で問題 になるのは,投

資 と考え られる支出額は人間資産の価値 を形成するわけではない ところにあ
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る。つ まり当該投資 によって人間資産価値の質的あるいは量的な増加は生 じ

るであろうことは否定で きないが,そ の価値増価部分が投資額に等 しい とい

うことは立証がで きない という欠点がある。 さらに人間資産は全体 を企業の

資源 として所有権下に置 くことが認め られないということも大 きな問題点で

ある。 となれば,獲 得 ・形成 ・開発のための投資額は,人 間資産そのものの

全体的価値 を表 しうるものではなく,企 業の構成 メンバーとして機能 しうる

ために必要な能力,技 術,協 働状態 を創出す るために必要 とされた支出 とい

う意味,つ ま り企業環境整備のための費用 に過 ぎない という結論 になってし

まうのである。

さらにこの測定方法 によると,評 価基礎が歴史的原価を基礎 としているた

めに,投 資時点における経済的犠牲 を表すのであって,投 資以降の,い わゆ

る時の経過 により人間資産帳簿価額の表す意味が失われてい くことになる。

また,貨 幣価値変動時 において も同様 な問題 を生 じることになる。よって,

人間資産の真の価値評価額 を表 しえない ものとなって しまう。

② 取替原価法(replacementcostmethod)

人 間資産の現在の状況,そ の増減変動 などを人間資産の測定時点における

その取替 に要する支出額見積 りによ り測定する方法。従業員を測定時点 にお

いて募集,採 用,教 育,訓 練 し,現 在 と同 じ能力水準 において機能す ること

がで きるようにするために必要 とされるであろう支出原価 の見積 り額 を意味

している。すなわち,測 定時現在 における募集費,採 用費,教 育費,訓 練費

などの現在支出原価 を見積 り,こ れらを合計することによって,従 業員個人

の現在取替原価が測定 される。 これは,個 々人が構成する組織 について も同

様 に考 えるものとする。

この評価方法の基礎 にあるのは,企 業の所有する資源価値は人的 ・物的を

問わず,こ れを獲得する市場において成立 しうる価額 によりあ らわされると

いう考 え方である。
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この方法は,測 定時点における獲得 ・形成 ・開発の要する支出原価の見積

額 をもって人間資産の評価額 とす るのであるから,常 に測定時点における人

間資産確保の経済的価値犠牲 を表すことが可能 となる。 しか し反面,人 間資

産の獲得 ・形成 ・開発 に要す る支出原価 の見積 りには困難i性があ り,そ の測

定値の信頼性については,見 積 もりであるが故の測定者の恣意的判断介入 を

避け られない状況が存在する。 これを払拭するには,市 場における経済事情

全体 を常 に調査 し続 ける必要がある点で測定の煩雑性が伺 える。

さらに,支 出原価法で挙 げた点 と同様,人 間資産への現在支出額 をもって,

その評価額 をあらわす ものではない という問題がある。 したがってこの測定

方法では,現 在 における人間資産取替のための支出見積額(現 在調達価額)

は,人 間資産 に付着するものであるとみなす ことが前提条件 にあることを忘

れてはならないのである。

③ せ り価格法(competitivebiddingmethod)

この方法は,物 的財産の競売 におけるせ り値のつけ方 を人間資産評価 に適

用 した ものである。経済的な機会原価概念 を用いて価値 を決定する方法であ

る。

人材市場 が開かれて,あ る従業員 がせ りの対象 とな り,最 高 のせ り値

(buddingprice)を つけた投資部署が当該人間資産を獲得で き,当 該せ り

値が投資獲得価額 となる仕組みである。 この場合,人 間資産 を評価すること

と人間資産 を最 も大 きな利益性ある部署に配置するという基本的なス タンス

を前提 としてお り,投 資部署の管理者に,損 益計算書的見地 と貸借対照表的

見地の双方か らの展開 とともにこの見地 を全社的方針 に関連付けるためのフ

レームワークを提供する意義 を持つことを基礎的な考 え方 としている。

現在一部 の企業 で採用 されている,社 内公募制度((株)ミ ス ミ),社 内人

材マーケ ッ ト制度(東 京電力),社 内FA制 度(大 丸)な どは,こ のせ り価

格法 に類似 した方法である。従業員の希望職種や自分の長所 を希望先 に売 り
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込 む方法は,優 秀な人材が埋 もれがちな大組織の弊害 を打 ち破る試み とされ

ている。

この方法の導入により,希 少性 を持 った人間資産の適正な配分 とその利用

を保証することにな りsさ らにその価値 を維持 し,高 める結果 になる点に長

所が見出せ るとしている。すなわちこの方法の妥当性 よ りも導入 にかかる経

営管理上の利点が強調 されているのである。

しか し,せ りにより獲得 された人間資産は,獲 得 した部署の事業資産に含

まれることとなり,こ の人間資産 を用いた利益の獲得が要求 されることとな

れば,当 該人間資産に対 し支払 われる給料 は利益計算か ら除外 されなければ

ならないことになるに もかかわらず,給 料 は費用であるという事実を否定す

ることができない という矛盾が生 じる。さらに,埋 もれがちな人材発掘 には

つながる ものの,せ りにかけられる個人以外の人間資産評価が なされること

がな く,企 業内全体の人間資産評価 とならない点が問題 となる。つ まり,せ

りを展開するにあたっての考慮すべ き制約条件は非常 に多 く,人 間資産の適

切 な配分,有 効利用 を前面に出 して も,あ くまで もこの範囲内での ものであ

るのでかな り限定 された評価 とな り,企 業間比較 についての考慮があま りな

されない評価額を提供す ることになって しまう。

④ 経済価値法(economicvaluemethod)

企業の経済価値 を将来において企業が稼得す る利益 に基づいて見積 り評価

し,そ の中に占める人間資産の割合 を求め,こ れをもって人間資産の評価額

とす る方法。企業の経済価値は企業の将来収益力の予測値 を現在時点に割引

いた もの として測定 される。人間資産価値 をその広義の生産能力に基づ き測

定す る とい った経済理論 的な評価方法 である。BaruchLevお よびAba

Schwartzの 提唱 による方法が これに該当する。

この方法は,将 来利益お よび持続期間の見積 りに恣意性の介入等,困 難が伴

う問題がある。
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⑤ 修正現価法(adjustedpresentvaluemethod)

RogerH.Hermansonが 提唱 した2つ の方法の うちの1つ 。(他 方は以下に

記述の⑧ 自己創造暖簾法)5年 間の業績の加重平均 を求め,こ れを用いて次

の5年 間にわたる期待賃金支払額の現価 を修正するものである。つ まり,き

たる5年 間の将来賃金 を決定 し,最 近 における所有資産に対する経済的利益

率をもって割引計算 をして,こ れに別途計算 した能率比率を乗 じ,両 者の積

をもって人間資産の現在価値 とする方法であ り,将 来 における賃金支払額の

流れを持 って人間資産の稼得 した成果に対する利益の配分額 とみて人間資産

価値 を測定するものである。

この方法は人間資産の貨幣価値的評価にとどまらず,人 間資産の効率的な

利用 と管理 とを指向 し,促 進するという意味で効率的な配分に役立ち,か な

り信頼性 の大 きい数値であ り合理的であるといわれている。 さらに,利 益獲

得能力 を有する人間資産の測定が標準化 されるところか ら,企 業間比較の可

能性が高 まるとされる。 しか し,見 積 りに関 しするその期間の妥当性 につい

ては問題が多い。

⑥ 給与還元法(capitarizationofsalarymethod)

企業の経営者および従業員個 々人につ き,定 年退職時 までに支払いが予想

される給与所得の流れ を一定の割引率 を用いて計算 し,そ れぞれの現在価値

を求め合計 し人間資産価値 とする評価方法である。

わが国独特 の年功序列型賃金体系 を基礎 として この評価方法 を適用する

と,人 間資産価値 は高 く評価 される傾向にあ り,現 実 との差には開きが出て

しまう可能性が高い。 また,給 与の範囲についての定義 を明確 に しない と,

企業間比較の上で問題が生 じる。実力主義 を採用する企業が増加す るなか,

この方法 はその合理性 を損 なう方向に向 きつつある方法 となって しまった。
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⑦ 暖簾評価法(goodwillmethod)

営 業譲渡 などに伴 う暖簾評価方法 を人間資産の測定 に適用 した ものであ

る。い くつかの暖簾評価法の うち,本 稿ではパーチェス法 を取 り上げる。

当該企業の収益力が,同 種企業の平均収益力 を超過する部分,つ ま り超過

利益 もしくは過去の利益 を暖簾すなわち営業権 として把握 し,0定 の比率 を

用 いて人間資産に配分する方法である。暖簾の人間資産への配分帰属額 をも

って人間資産の測定額 とする。

この方法は,物 的 ・人的を問わず企業の保有す る資源の価値 は当該資源の

稼 ぎ出す産出物 により決定 されるという考 え方が前提 にあ り,企 業が過去に

獲得 した純利益 または超過利益 をもって,こ れをもたらした原資である人間

資産の価値 を測定 しようというものである。人間資産の価値 は将来 にわた り

当該企業 に収益 をもた らす潜在能力 を有する とい う収益価値的な考え方 にた

ってお り,計 算が比較的容易で,伝 統的会計 において一般 に妥当 と認められ

ている方法で もある。

しか し,超 過利益算定 においての妥当な正常利益の意義や,資 本利益率の

決定 に関 しての諸問題 をも含んでいる。 さらに,超 過収益の継続期間の適正

な年限の推定 も困難 を極める。

このほかに,資 本還元法(capitalizedmethod)が あげ られる。

企業の利益 を一定の利回 りによって資本 に還元 し,こ れにより企業の純資産

を差 し引いて暖簾価値 を算定 し,こ れに人間資産投資率の ような一定の比率

を適用 して人間資産価値 を測定する方法である。

この方法は,企 業の資本は通常の方法で運用すれば,正 常利回 りだけの利

益が得 られるか ら,逆 に過去の利益 を正常利回 りで もって資本還元すれば,

利益 を もたらす元本 としての資本価値が得 られるとい うもので,こ れが企業

の純資産額 を超 える額 を暖簾価値額 とする考え方である。 しか しこの方法 も

上記方法 と同様の問題点 を抱 えている。
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⑧ 自己創造 暖簾法(unpurchasedgoodwillmethod)

RogerH.Hermanson提 唱 の もう ひ とつ の 方 法 。 この評 価 法 を展 開す るに

あた り,Hermansonは 二 つ の 資 産 概 念 を説 明 して い る 。一つ は所 有資 産 と

い う概 念 で,分 離 決 定 され う る市 場 価 値 を持 ち,直 接 利 用 や他 の 形 態 に転 換

可 能 な資産 と定 義 している。 もうひ とつ の資 産 は,操 業 資 産 と名 付 け られ る

もの で,企 業 に よ り所 有 は され てい な い が稼動 されるすべ ての希少性 あ る資

産(た とえば,企 業 の もつ 高 度 に訓 練 され た販 売能力)と して い る。 この 分

類 は 人 間 資 産 の資産性 を語 る上 で非常 に重要 な意義 を持 つ もので,人 間資産
7}

はこの操業資産 として取 り扱 われるとした上での評価方法である。

この方法は,企 業の平均 的利益 に対する超過収益力を資本還元することに

よって人間資産価値 を測定する ものである。(前 述の暖簾評価法 のひ とつで

ある。)さ らに所有資産の評価 を企業間において比較可能な評価基礎 とす る

ために,歴 史的原価基礎ではな く現在市場価値の採用 を主張する。それを主

張す る理由は,こ の価値が経済的な機会原価の概念 に相当す るものであ り,

市場価値 は資産の利用者 に対する価値 を表 し得るもので,そ の売却価値 を示

す ものではな く,さ らに,当 該資産を所有 ・支配 している利用者 に対 し,資

産が提供することので きる将来用役の最大価値 を示す ものである とい う考え

によるものである。

この評価方法 によると,利 益見積額の資本還元計算において恣意性 を排除

し,検 証可能性 を重視す るところか ら1年 だけの純利益 のみ を用いなが ら,

他方では恣意性の介入 しやすい平均利益率 を使用する といった矛盾が生 じて

いる。 また,操 業資産 と人間資産 をまった くのイコール としてみることや,

プラスであれマイナスであれ超過収益 を生み出す原因の多様性から,数 値 を

そのまま人間資産評価額 とするのには問題がある。

⑨ 行動 科学 的変数法

InstituteofSocialResearchが 開発 した企 業 にお け る 人 間資 産 の現在価値
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(currentvalue)を 測定する方法。 この評価方法 による人間資産の現在価

値 とは,人 間資産がある時点 において有する潜在的能力 を評価 し,こ れに対

して付 された経済的な評価価値 を表わす。 この価値は人間資産に対す る投資一

とは別個の範疇 に属する概念 とされる。企業の人間組織 を原因 ・中間 ・結果

の3つ の変数により把握 し,定 期的に測定 し,統 計的手法 を用いて分析す る

方法であ り,変 数 と原価 ・収益 との結果変数 との相関関係 を計算 した上で将

来の収益力の趨勢 を予測 し,現 在価値に割引 く方法である。

この評価方法は他の手法 と比べ,多 くの努力 と長い年月の準備期間を必要

とす る。当然それに伴 う費用支出 も必要 とされるとい う欠点 を持つ。

2)評 価のアプローチ方法

人間資産会計の研究 において提唱 されて きたさまざまな評価方法を簡単に

上述 したが,個 々の評価方法 をベースに無形資産全体の価値評価 を類型 とし

て区分すると,大 きく分 けてコス ト ・アプローチ,マ ーケッ ト・アプローチ,

インカム ・アプローチの3つ に分類 され,以 下の ような特質を持つ。(表 一

1参 照)

① コス ト ・ア プローチ(costapProach)

取 得 に要 した コス トを も って 無 形 資産 の価 値 とみ る方法。 この方法 は客

観 的 な評価 が容易 に行 なえ る。対価 と して支払 った金額 や人材 開発 な どに

要 した コス トは,会 計 記 録 か ら比 較 的 簡 単 に集 計 ・計算が可 能であ る。

しか し,ど の程 度 の範 囲 まで を取 得 に要 した資 産 とす るか とい う基準 を

は っ き りしておか ない と,真 の 客 観 性 は保 つ こ とが で きな い。 さらに,無

形 資 産 が もた らす 将 来 の利 益 や リス クを必 ず しも反 映 しない とい う欠点 も

あ る。

② マーケ ッ ト ・ア プロー チ(marketapproach)

時 価(currentvalue)に 基 づ い て評 価 す る方 法 で,将 来 の 利 益 や リス ク
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差分評価アプローチ

分

類

評

価

ア

プ

口

チ

コ ス ト ・

ア プ ロ ー チ

ト

チ

ッ

一

ケ

ロ

一

プ

マ

ア

イ ン カ ム ・

ア プ ロ ー チ

表一1無 形 資産 の評価 アプ ローチ

算定方法:

支出原価 アプローチ

取替原価 アプローチ

将来原価アプローチ

類似取引アプローチ

ロイ ヤ ル テ ィ法

プレミアム価格法

プレミアム利益法

短所:

困難

算定方法:

短所:

が不明碓

算定方法:

長所 二市場価値の考慮が可能

短所:類 似資産の探索が困難

算定方法:

短所:算 定根拠が希薄

算定方法:

価額

短所:

客観性に乏 しい

算定方法:

短所:

算定方法

短所:

るわ けで はない

算 定 方法:

長 所:

短 所:多 様 な要 素 の 混在
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を反映 し,し か も客観的な評価が可能。 しか し,現 状では無形資産 なかで

も人間資産 については,そ の取引市場つま り人材市場が必ず しも整 ってい

るわけではない。よって,類 似の取引による人間資産の市場価値 を類推す

るのは困難である。

③ インカム ・アプローチ(incomeapProach)

無形資産 が生み出す将来キャッシュフローの割引現在価値で評価する方

法で,割 引キ ャッシュフロー法(discountedcashflowmethod)と も呼ば

れている。 この方法は,将 来の利益や リスクを反映 しているという点で優

れているとされ,無 形資産の生み出す利益 を基に将来キャッシュフローを

予測する。割引率 については,無 形資産か ら得 られるキャッシュフローの

リスクの大 きさが考慮 され設定 される。具体的に言えば,リ スクが高けれ

ば高い割引率を設定 し,リ スクが低 ければ低い割引率 を設定する。割引率

を高 く設定すると現在価値 は小 さく計算 される。つ まり,リ スクの高い資

産価値は小 さ く計算 されることになる。

しか し,将 来キャッシュフローの予測や割引率の算定は容易でな く,主

観的な見積 りに大 きく依存することにな りi客 観的な評価の困難性が欠点

である。

将来のキャッシュフローを把握 しやすい無形資産は通常 はインカム ・アプ

ローチで評価 される。反対にキャッシュフローを把握 しにくい無形資産はコ

ス ト・アプローチが採用 される。将来の経済的便益 を生み出す源泉である無

形資産である限 りにおいては本来,イ ンカム ・アプローチで評価 されること

が望 ましいとされている。

その インカム ・アプローチでも主 として3つ の方法があ り,当 該無形資産

が もたらす効果の認識の相違によりその妥当性は分かれるもの となる。 これ

は無形資産の有する価値要素の多様性 にあ り,そ れぞれを分別 して把握する

ことが困難であると考えられる。だとすれば,全 ての要因を総合 して評価す
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表一2プ レミアム利益法

プレミアム

利益法

利 益 乗

利 益 分 解

ア ン ケ

機 能 分 析

過去の無形資産から得 られた利益に一定倍

数を乗 じて価値を算定

将来の無形資産利益を一定の割引率で割引

くことで価値を算定

利益に対する貢献度合いを求めることによ

り価値を把握

顧客分類などにより,プ レミアムの利益 を

分 離 して把握

顧客に対す るアンケー トを通 じ,市 場 にお

ける評価 を把握

内部の機能分析を通じて,価 値への貢献度

を把握

企業外部か ら取得で きるデータを用いて市

場 における位置づけとする

『知的資産創造』2002年4・5月 号 より修正加筆

るとい う観点から,プ レミアム利益法の採用が実務的には妥当であろう。

さらにプ レミアム利益法に もさまざまなアプローチ法が あ り,(表 一2)

企 業評価の考 え方が正味現在価値方法の傾向にある現在では,将 来キャッシ
8)

ユフロー を基礎 に した利益還 元法が よ り整合 的 と考 え られ る。

さらに,人 間資 産 に特 定 せ ず,無 形 資 産 につ い て の評 価 方 法研 究 と して以

下 の方法 が現在発 表 されてい る。(◎ ・⑪ につ い て は ブ ラ ン ド評 価)

④ニ ュ ー ヨー ク大 学,バ ル ー ク ニ レブ(BaruchLev)教 授 に よる 「知 識 資

本 ス コ ア ボ ー ド(knowledgecapitalscoreboard)」 の提 唱 は,株 式 時価 総

額 とバ ラ ンス ・シ ー ト上 の純資 産 との間の乖 離 は知識 資産の非計上 が原因

であ る とい うことを出発点 にその測 定 に着手 した方法 であ る。

まず過去3年 間 の 実 績 利 益 と将 来3年 間 の ア ナ リス ト予 測 利 益 それ ぞれ
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をウエイ ト付けすることによ り,経 常的な収益力 を算定する。次いで物的

資産お よび金融資産の税引後利益率 を想定 し,こ れを経常的収益力か ら控

除 し 「知識利益(knowledgeearnings)」 を算出す る。 この知識利益の割

引現在価値合計が 「知識資産(knowledgeassets)」 の価値 と考 える手法

である。

③ノース ウエス タン大学 ビジネススクールでは,無 形資産評価 のプロジェク

トによ りその評価方法の研究を行なった。 この研 究によると,3年 間の税

引前利益 と総資産の平均値 を基礎 としてROAを 算出 し,同 種企業のROA

の平均 を控除することにより超過利益率 を算出する。次いで,そ の超過利

益率 を使 い総資産に乗ずることにより超過利益額 を求め,そ の超過利益額

の割引現在価値 を無形資産の価値 とす る方法 を提唱 している。

◎lnterbrand社 の インターブラン ド・メソ ッド(lnterbrandMethod)は,

ブラン ドのセグメ ンテーションを行い,そ の各セグメン トごとの将来の資

本 コス ト控除後の営業利益 を見積 もり,そ れに指数化 したブラン ドの果た

す役割指標 を乗ず ることで算 出 した値 を現在価値 に割引いた額 をもって,

ブラン ド価値 とする方法である。

⑪一橋 大学 の伊 藤教 授 に よるCBバ リュエ ー ター(CorporateBrand
9)

Valuator)に よ る と,ブ ラ ン ドが 将 来 生 み 出 す キ ャ ッシュフロー を予測 し,

ブ ラ ン ドが 顧 客,従 業 員,株 主 に与 え る影 響 を加 味 した うえで,現 在 価 値

10)

に割引いた評価 をもってブランド価値 とする方法である。

また,先 に公表 された通商産業省 「ブラン ド価値評価研究会」 における

「ブラン ド価値評価研究会報告書」(2002.6.24)で,公 表財務諸表データのみ

を用いた形での客観的なブラン ド価値評価モデル試案が報告 されている。ブ

ラン ドは近年,企 業の経営戦略によ り,有 形資産か ら無形資産への投資が増

加 したことにより,企 業評価指標 としてクローズァップされた無形資産のひ

とつである。
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この報告書では,ブ ラン ドを 「企業が 自社の製品等 を競争相手の製品等 と

識別化 または差別化するためのネーム,ロ ゴ,マ ーク,シ ンボル,パ ッケー

ジ ・デザ インなどの標章」 と定義 した上でのブラン ド価値評価モデルを提示

している。この価値評価モデルに唯一絶対的方法は存在せず,完 全無比な価

値評価 アプローチの存在の否定(人 間資産 も同様 であると考える。)を 前提

としてお り,実 務的側面 を意識 した財務会計の観点(貨 幣的評価 ・比較可能

性 ・測定の継続性 ・検証可能性)か らブラン ドめ価値評価 アプローチを構築

していることが強調 されている。

報告書 によるブラン ドの価値評価 には,イ ンカム ・アプローチの中のプレ

ミアム価格法を採用 している。 これは,ノ ン ・ブランド製品等を上回ってブ

ラン ド製品等が もたらす現在お よび将来の価格 プレミアムで超過利益 を測定

する方法である。具体的には,連 結財務諸表の財務 デー タをベースに,地 位

優位性,ロ イヤ リテ ィ,ブ ラ ン ドの拡張力 を要素 と して算定す る方法 であ
11}
る。

また,ブ ラ ン ドを資 産 と して計 上 す る方法 につ い ては,FASBの 概 念 ス テ

ー トメ ン トに照 ら し
,財 務 諸 表 にお い て認 識 す るた めの要件 を満た してい る

12)

と考え3つ の案 を提示 している。

人間資産の評価方法 として,上 記のブラン ドの評価方法がそのまま適用で

きるわけではな く,問 題点はあるにしても同 じ無形 資産であるというその共

通する特質か ら着 目すべ き点は多々あるように思われる。

3)評 価測定の課題

現在の伝統的なコス ト・アプローチ と費用 ・収益対応概念 に基づ く歴史的

原価主義の会計体系では,将 来の経済的便益 とい う観点からの資産性ならび

に首尾 一貫性 とい う観 点 か ら,資 産 が有 す るサ ー ビス ・ポテ ンシャル

(servicepotentials)に その資産性 を見出 しなが らも,そ の測定は,「取得時」

とい う過去に支出 した額,い わゆる歴史的原価 を基礎 としている矛盾(人 間
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資産への支出額部分の資産計上は可能であるが,支 出額が認識困難な部分,

いわゆる自己創設の増価部分は否定 される)を 抱 えていることになる。

人間資産の価値測定 にあたっては以下の課題 を熟慮 した上での測定方法が

採 られるべ きである と考 える。

①企業活動 の分類把握の必要性…連結決算制度の改正以降,企 業活動の分

業化や分社化,多 角化 とさまざまなグループ経営 を展開する企業が増加

してお り,そ れらグループ全体 をあたかも一つの企業 として捉えること

は,プ ラス価値 とマイナス価値 との相殺 となり,信 頼性が希薄になる恐

れがある。 よってセグメン ト等,そ れぞれ活動別に把握することが望 ま

しい と考 える。

②人間資産による企業成果 とキャッシュフロー との連携…この場合のキャ

ッシュフローは将来キ ャッシュフローの実現のためのリスクの考慮 も必

要であるが,実 現キャッシュフローにも人間資産の貢献が含 まれている

わけであるか ら,こ の関連 を無視 してはいけないのである。

③他企業 との比較 ・・貢献度合いや リスク等 を算定する上で,そ の客観性お

よび比較性 に も重点 をおいて評価測定 を行 うべ きである。(内 部評価 に

偏ると自社への 「思い入れ」 といった恣意性が混在することで,外 部評

価 とに大 きなズ レが生 じる危険性があるからである。)

む す び

近年,企 業経営上不可欠な要素 として挙げられるのが 「戦略」 と 「人」で

ある。特 に自由市場 における競争原理の中で,明 暗 を分けるキーワー ドが

「人」 の質 とその貢献度である。昨今,無 形資産 につ きさまざまな企業評価

モデルが開発 され,企 業 ランキングなどが公表 されている。人間資産情報の

開示は環境会計 と同 じように,経 営者 による 「人」 という資源の価値の再認

識を通 して,よ り有能 な人材の安定的な確保 ということからも重要な意味 を
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13)

持つことになる。 さらにそのような企業の 「組織特性」 を見極めるうえでの

優れた有用性やステークホルダーの意思決定 に非常に役立 ち,ま た人間資産

情報を現在の社会情勢 に合った企業戦略要素 として,企 業組織の内部管理統

制面か らアプローチすることも企業発展 には大いに有用 なものであるといえ
14}

よう。

人間資産 に関する情報は,開 示 されな くて も確実に企業内に存在 している。

すなわち情報開示がなされないことにより,企 業の所有者である株主 と経営

者 との間で情報格差が生 じていることになる。この投資家 と経営者 との情報

に関する非平等性 はインサイダーゲインの源泉 とな りうる危険性 を孕んでい
15)

るのである。 さらにs株 主(お よび将来株主)に 対 する人間資産情報開示 は

経営者や従業員に対 して も有用である。開示を行なうことで両者にプ レッシ

ャ._._がかか り,そ れを原動力 として,業 績の向上,経 営者の地位の安定,従

業員の雇用の安定につ ながるのであれば,今 後は従 来の固定資産設備投資 と

同様 に無形資産投資の管理体制整備が求め られ,特 に人間資産の体系化およ

び人間資産 に対する投資 と効果の関連性 を明 らかにする情報インフラ整備が

望 まれるのである。

無形資産の中でも特 に人間資産は,そ の 「価値」 と 「コス ト」のはっきり

した関連 を見出す ことが困難 な資産である。つ まり,多 額の コス ト(支 出)

が費や されたにもかかわ らずsそ の価値増価が期待 されない結果 をもた らし

た り,逆 に把握 されるコス トよりも大 きな価値増価が もたらされる場合 もあ

る。それゆえ,こ れら経済的現実 を適正かつ公正 に財務諸表へ反映 させるこ

とが要求 されている。企業が人間資産 を価値アプローチにより適正かつ公正

な評価で もって財務諸表 に計上することで,ニ ーズに合 った情報の適時開示

が可能 とな り,企 業間比較の よりいっそ うの精緻化 が図 られることになるの

である。
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注

1)若 杉 明 『人 的資 源 会計 論 』(森 山 書 店1973.11)P.S

2)ア メ リ カの 社 会 心 理 学 者 。 人 間資 産 会 計 を公 式 組 織 の 会 計 シス テ ム に組 み

込 む こ と を主 張 し続 け た 。 た だ し,彼 の 人 間資 産 の 定 義 は企 業 の 人 的 組 織 ・

顧 客 忠 誠 心 ・地 域 社 会 で の 名 声 とい う よ うな資 産 価 値 を も含 む もの と して い

た。

3)人 間資 産 会 計 委 員 会(CommitteeonHumanResourceAccounting)の 中 間

研 究 報 告 書 にお い て 人 間資 産 会 計 の 現 状 と将 来 の研 究 方 向 が 明 らか に さ れ て

い る。 こ こ に は測 定,応 用,認 知 的 及 び行 動 的 影 響,将 来 の研 究 ア プ ロ ー チ

な ど につ い て 述 べ られ て お り,目 的 は企 業 内 外 の 利 害 関係 者 が 行 っ て い る意

思 決 定 の 範 囲 の 拡 大 に あ る と して い る。 また,1969年 ミシ ガ ン大 学 研 究 プ ロ

グ ラム の 中 で,Likertを 中 心 とす る研 究 グル ー プ の 人 間資 産 会 計 研 究 の 基 本

的 目標 と して 同3項 目が挙 げ られ て い る 。

4)若 杉 明 『人 間資 産 会計 』(ビ ジ ネ ス教 育 出 版 社1990.9)P.21

5)若 杉 明 「人 間 資 産 会 計 の 問 題 点 」 『産 業 経 理 』Vo1.30No.2(同 文 館

1970}P.17

AlokKumarPramanik`HumanResourcesValuationandAccounting'

"HumanResourceAccounting"(PointerPublishers
,1993)PR20～21

6)若 杉 明 前 掲 書 『人 的資 源 会 計 論 』 に詳 しい。

7)彼 の 著 書 「人 的 資 産 会 計 」(1964)に お い て 主 張 さ れ て お り,2つ の 資 産

は 「OwnedAssets」 「OperationalAssets」 と して 区分 され,後 者 は 「機 能 資

産 」 と も訳 さ れ て い る 。 彼 は 人 的 資 産 評 価 方 法 と し て 「unpurchased

goodwillmethod」 と 「adjustedpresentvaluemethod」 の2つ の 方 法 を挙 げ

て い るが,後 者 は 前 者 の方 法 だ け が 唯 一 で は な い こ と を示 す た め で あ る こ と

を述 べ て い る。

8)河 野 俊 明 「知 的 資 産 の評 価 とマ ネ ジ メ ン ト」 『知 的資 産 創 造 』2002年5,

4月 号

9)具 体 的評 価 方 法 につ い て は 『コ ー ポ レー トブ ラ ン ド経 営 』(日 本 経 済 新 聞

社)に 詳 しい 。

10)こ の他 に もYoung&Rubicam社 に よるBAV(BrandAssetValuator)が 挙

げ られ る。BAVは,差 別 性(differentiation)・ 適 正 性(relevance)・ 尊 重 性

(esteem)・ 認 知(knowledge)の 各 要 素 を基礎 と して 現 在 の ブ ラ ン ドカ と将
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来 の 潜 在 成 長 力 を評 価 す る方 法 で あ る。

11)同 報 告 書 に よる と,ブ ラ ン ドの競 争 優 位 を 表 す ブ ラ ン ド価 値 につ い て は ,

第1に 価 格 の 優 位 性,第2に 高 い ロ イヤ リテ ィ,第3に 地 理 的展 開,類 似 業

種 お よび 異 業 種 展 開 力 等 の ブ ラ ン ド拡 張 力 と して 具 現 化 さ れ,企 業 に現 在 も

将 来 もキ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー の 増 加 を もた らす もの とい う よ うに そ の 源 泉 を取

り上 げ て い る。

12)税 務 研 究 会 「週 刊 経 営 財 務 」 第2583号

13)ロ ビ ン ・ロ ス レ ン ダ ー 著,加 藤 吉 則 ・杉 原 周 樹 訳 『会 計 と社 会 』(同 友 館

1995.10)P.124

14)無 形 資 産 情 報 の 開 示 に つ い て の有 用 性 は,多 くの 実 証 研 究 が あ る 。 た とえ

ば,BarthM.E.,G.Clinchは,オ ース トラ リア企 業 をサ ン プル と して,無 形

資 産 情 報 に株 価 お よ び株 式 リ ター ン説 明 力 が あ る こ と を実 証(1998),さ ら

にKallapurやKwanも,無 形 資 産 と株 価 ・株 式 リ ター ンの 関 連 を実 証(2000)

した。

15)1999年AbodyandLevに よ り,現 にそ の よ うな例 が 見 られ る こ とが 実 証 報

告 され て い る。
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